
巨「明日の安・既成長のための緊急経済対策猶母弄家庭等班宅就業支援）の概要萄  
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活用型デュアルシステム  委託訓練   

2．訓練の概要  

標準4ケ月（上限6ケ月）  
フリーターや子育て終了後の女性等の職業能力形成機会に恵まれなかった者  

ハローウークの職業相談窓口  

① 訓練期間  

② 対象者  
③ 受講申込  
④ 受講料  

⑤ 訓練内容  

無料（ただし、テキスト代等は自己負担）  
汀関係、経理事務、官製販売、医療事務、介護福祉等  
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託児サービスを付加した萎試訓練の美確  
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母子家庭の母等の職業的自立の促進  

1趣呈   

就労経験のない又は就労経験が乏しい母子家庭の母及び生活保護受給者に対して、「準備講習   

付き職業訓練」を実施し、就職を促進する。  

2 事業概要  
（1）対象者  

原則として、児童扶養手当受給者及び生活保護受給者であって「自立支援プログラム」に基づ  

き、   
福祉事務所等を通じて公共職業安定所に支援の要請があった者で、本事業を受けることが適当   

と認められる者。  

rl  

（2）準備講習付き職業訓練   

（D就職のための準備段階として、ビジネスマナー講習や自己の職業適性理解講習などを行う  

「準備講習」（4～5日程度）   

②実際の職業に必要な技能・知識を習得させることを目的とした「職業訓練」（3～6月程度）を  

セットにした「準備講習付き職業訓練」を実施。  

写 実施方凄  

国が都道府県に委託し、都道府県は民間教育訓練機関等を活用して実施。  
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4 実績  

受講者数1，789人、就職率 69．3％  
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緊急人材育成・就職支差基金但盤墓  

として、  
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訓練期間中の生活保障  1 職業訓練、   

過 
用吸収の見込める分野（医療、介護・軌等）における基本能力から   

実践能力までを習得するための長卵‖練  

・再就職に必須の汀スキルを習得するための訓練  

軋 
る生計者に対して、訓練期間中の生活費を給付   

（単身者‥月10万円、扶養家族を有する者‥月12万円）  
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希望者には貸付を上乗せ  

（単身者＝月5万円まで、扶養家族を  有する者：月8万円まで）  

における雇用創出  2 中小企業等   ⊥
u
叫
－
 
 等において、十分な技能・経験を有しない求職者を実習型雇用   

により受け入れる中小企業等に対し助成   

（実習型雇用‥1人月10万円、雇入れ‥1人100万円）  
凰 

て、職場楓職場見学を通じて求職者を雇い入れる中小   
企業等に対し助成  （職場体験の受入‥1人10万円、雇入れ‥1人100万円）  
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長期失業者等の再就職支援  

年長鯨莞重訳票讐驚喜悪業紹介事業者に委託して、再就職支援（カウンセリング・   
再就職先の開拓－セミナーの実施等）や就職後の定着支援を実施  

いて、民間職業紹介事業者に委託して、   
再就職支援（カウンセリング・セミナーの実施等）と住居・生活支援（住居の提供、生活・就職活動費  
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の支給）を併せて実施  

研修・技能実習生への帰国支援を実施   ※1～3のほか、帰国を希望する日系人、  
＿＿l  



基金訓  

1職業横断的スキル習得訓練コース（3か月）   

文書作成、表計算・図表作成、プレゼンテーション制作等の職業横断的な情報技術等  
（ITスキル等）が不十分な者を対象とした訓練。  

2 新規成長・雇用吸収分野等訓練コース   

医療、介護■福祉、IT、電気設備、農林水産業等の新規成長分筆事又は雇用吸収の見込め  
る分野、その他地域の人材ニーズがある分野で求められる基本能力習得のために、以下の  
構成により実施する訓練。  

1  

（D 基礎演習コース（6か月）  

若年者等に配慮し、（i）就職に必要な基礎力の養成と、（ii）主要な業界、業種に   
係る短期間の体験等の提供等を内容とし、実践的演習に向けたレディネス（職業準備   
性）の付与及び具体的な職業選択へ向けた動機付けを支援する。  

② 実践演習コース（3～6か月）   

新規成長分野、雇用吸収分野等における職種について、（i）座学形式、（ii）座学   
と企業実習等を組み合わせたデュアル形式、（iii）事業所における実習形式等により、   
より実践的な能力の習得を支援する。  
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基金訓練の実施イメージ  

【実践演習コースの主な実施分野と規模】  鼻鑑穿節「ス  
β～6ケ月ノ   

■ 各業界、職種で求め  
られる知識一技能の習  

得   

分野・職種   具体的な訓練コース   

情報通信、情報  
処理、コンテン   コーディネーター・システム運用・構築   

ツ等   プロモート 等   

介護■福祉   介護職員基礎研修、ホームヘルパー  
2級 等   

医療   医師事務作業補助者（医療秘書）等   

農業   造園、農業経営 等   

環境   リサイクル、第二種電気工事士 等   

地場産業、ものづくり、観光、サービス  
地域ニーズ  等の地域ニーズに対応したもの（上記  

分野を含む）  
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訓練Ⅰ生活支援給付のあらまし  

（1）主な要件   

①公共職業安定所長のあっ旋により、職業訓練（基金訓練または公共職業訓練）を受講していること   

②次のいずれにも該当すること   

ア雇用保険や職業転換給付金を受給できない者   

イ原貝りとして申請時点の前年の状況で世帯の主たる生計者であること   

り年収が200万円以下であり、かつ、世帯全体の年収が300万円以下であること。   

ェ世帯全員で保有する金融資産が800万円以下であること。   

オ現在住んでいる土地・建物以外に、土地・建物を所有していない者   

（2）受講者に対する給付金・貸付  

給付   貸付   

（1）単身者   10万円   上限5万円   

（2）被扶養者を有する者   12万円   上限8万円   

【月額】  

※給付t貸付を受けるには訓練の出席日数が8割以上必要  
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マザーズハローワーク事業の概要  

支援サービスの内容  

求職活動の準備が整い、かつ具体的な就職希望を有する子育て女性等に対する就職支援サービスの提供  

○働  

■ 個々の求職者の希望や状況に応じた再就職実現のための計画の策定、予約制・担当者制による職業相談・職業紹介等  
による総合的かつ一貫した支援の実施  

○傭確保等  

・仕事と子育てが両立しやすい求人情報の収集・提供や求織者の希望やニーズに適合する求人の開拓  

○頗ビスの提供  

・保育所、地域の子育て支援サービスに関する情報の提供、保育所入所の取次ぎ等  

○ 子ども連れで来所しやすい環境の撃健  

－ キッズコーナー、ベビーチェアの設置や子ども連れでも職業相談等が行える十分な相談スペースの確保  
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養育費相談支援センターについて  

※ 父子家庭も対象となる事業  

養育費相談支援センター設置の趣旨  

○夜間・休日を含め利用しやすく、簡易・迅速な養育費   
の取り決めや確保をサポートする相談機関の確保を図   

る。   

○匡＝こおいては、相談担当者の養成と各地の相談機関の   
業務支援を行う。  

実施・委託  

・・・・一←′ －■一｛－－－▼■  

薄義家庭竃櫛自適支援痘豆夕烹  

○リーフレット等による情報提供  

○養育費の取り決めや支払いの履行・強制   

執行に関する相談・調整等の支援  
○母子家庭等への講習会の開催  

困難事例  

の相談  
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○母子家庭等就業・自立支援センターの養育費  

相談員や母子自立支援員を対象とした全国   

研修会の実施（7月、9月）  

○地方公共団体の行う研修に対する研修講師の   

派遣   

（H20．4～H21．3）   

63か所（参加者約4，100人）   




